
計 568 702

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

167 212

費　目

外出・外泊等の基盤整備の新規計画，職業訓練種目の拡大等による増

その他 202 315 外出・外泊等の基盤整備の新規計画，職業訓練種目の拡大等による増

物品購入費

23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

外部委託 199 175 就労支援スタッフの採用形態の見直しによる減

―

４２施設 ５８施設 （６０施設） （６０施設）

５８施設 ６０施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
職業訓練は，就職に必要となる知識や技能の習得，資格の取得等を
目的として実施しているものであることから，資格取得者のみをもって
コスト分析することはできない

　受刑者に対するキャリアコンサルティング，公
共職業安定所や雇用主との連絡調整，職業訓
練等の就労支援を実施している

活動実績

（当初見込
み）

施設
４２施設

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（23年度）

　出所後，就労生活を維持し，安定した生活基盤を築
き再犯を防止するため実施している職業訓練棟を受
講し，就職に必要な資格取得者の増加を図る
　なお，職業訓練による得られる資格は多岐にわたる
ため，定量的な目標値を設定することは困難である

成果実績 人 3,927 4,383 4,593 -

％ - -達成度

92.4%

20年度 21年度成果指標 単位

執行額 326 477 509

執行率（％） 100.0% 99.8%

702

51 0 -

-

478 551

702

補正予算 0

0

計 326

551 568

568

24年度要求22年度 23年度

予
算
の
状
況

当初予算 326 427

繰越し等 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する
法律等

関係する計画、
通知等

犯罪に強い社会の実現のための行動計画２００８
再犯防止施策の今後の展開

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　刑務所，少年刑務所及び少年院を出所・出院した者が社会において安定した社会生活を送ることができず，再び犯罪を犯し，刑
務所などの矯正施設へ戻ってきてしまうという現状を踏まえ，出所後に安定した生活基盤を築けるよう収容中の段階から就労支援
体制を充実させ，再犯・再非行防止につなげることを目的としている。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　再入者に占める無職者の割合は年々増加しており，出所後の社会生活において安定した生活基盤を築くことが再犯防止に極め
て重要であることから，被収容者に対して，就職に必要となる知識や技術，資格を付与するために各施設において職業訓練を実
施するとともに，出所後の生活に不安を抱く被収容者に対し，就労支援スタッフが公共職業安定所から必要な求人情報を適時に
入手しつつ，具体的な求職活動の指導を行っている。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度 － 担当課室 総務課

会計区分 一般会計 施策名 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施

事業番号 0035
                       平成２３年行政事業レビューシート              (法務省)
事業名 受刑者就労支援体制等の充実 担当部局庁 法務省矯正局 作成責任者

総務課長　富山　聡
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上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

　所見のとおり，就労支援スタッフの雇用経費の見直しを行い，経費を削減した。
　（▲199百万円）

　

一
部
改
善

　就労支援体制の見直しについて検討を行うとともに，就労支援スタッフに係る経費ついては，執行実績を適切に予算に反映すべ
きである。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　受刑者の再犯防止には，出所後，安定した就労生活を維持することが必要である。
　就労支援スタッフによるキャリアコンサルティング，公共職業安定所・協力雇用主等との連絡調整などの支援については，平成２２年度に
実施状況や就労支援対象者のニーズを踏まえ，就労支援スタッフによる指導回数や配置施設の拡大を図った。
　職業訓練については，出所後の就労に役立つ職業的知識・技能の習得，免許・資格の取得させるため，一般社会における雇用ニーズの
高い職業訓練を実施しているところであり，平成２２年度は１種目を廃止し，新たに建設く体科の開設，自動車整備科及び情報処理科の拡大
を図り，５９庁において，計画人員４，０７１人で職業訓練を実施している。
　今後，平成２２年１２月に設置された再犯防止ワーキングチームにおいて，再犯者対策について安定・安全な社会作りのための政府全体の
喫緊の課題とし，刑務所出所者等の就労支援・雇用確保の充実・強化を図ることとされたことから，実施状況や支援ニーズに基づいた受刑
者就労支援体制を適正に実施することとする。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項
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※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

Ｂ．矯正施設（60庁）

306百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ａ．矯正施設（58庁）

203百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

法務省

509百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

Ｃ．社団法人日本産
業カウンセラー協会

ほか
166百万円

【一般競争契約】
【公募・随意契約】

就労支援スタッフの
配置等

Ｄ．個人

37百万円

【諸謝金の支給】

ビジネスマナー，Ｓ
ＳＴ指導のための講
師の招へい

Ｇ．個人

44百万円

【諸謝金の支給】

職業訓練の実施に必
要な指導者への謝金

Ｅ．株式会社山忠
商会ほか
213百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

職業訓練の実施に必
要な主要機械等の購
入

Ｆ．株式会社
タチバナほか
49百万円

職業訓練の実施に必
要な原材料の購入

【一般競争契約】
【随意契約】

Ｂ．矯正施設（60庁）

306百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ａ．矯正施設（58庁）

203百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

法務省

509百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

Ｂ．矯正施設（60庁）

306百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ａ．矯正施設（58庁）

203百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

法務省

509百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

Ｂ．矯正施設（60庁）

306百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ａ．矯正施設（58庁）

203百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

法務省

509百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

Ｂ．矯正施設（60庁）

306百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ｂ．矯正施設（60庁）

306百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ａ．矯正施設（58庁）

203百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

Ａ．矯正施設（58庁）

203百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

法務省

509百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

法務省

509百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

Ｃ．社団法人日本産
業カウンセラー協会

ほか
166百万円

【一般競争契約】
【公募・随意契約】

就労支援スタッフの
配置等

Ｄ．個人

37百万円

【諸謝金の支給】

ビジネスマナー，Ｓ
ＳＴ指導のための講
師の招へい

Ｇ．個人

44百万円

【諸謝金の支給】

職業訓練の実施に必
要な指導者への謝金

Ｅ．株式会社山忠
商会ほか
213百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

職業訓練の実施に必
要な主要機械等の購
入

Ｆ．株式会社
タチバナほか
49百万円

職業訓練の実施に必
要な原材料の購入

【一般競争契約】
【随意契約】

Ｃ．社団法人日本産
業カウンセラー協会

ほか
166百万円

【一般競争契約】
【公募・随意契約】

就労支援スタッフの
配置等

Ｄ．個人

37百万円

【諸謝金の支給】

ビジネスマナー，Ｓ
ＳＴ指導のための講
師の招へい

Ｃ．社団法人日本産
業カウンセラー協会

ほか
166百万円

【一般競争契約】
【公募・随意契約】

就労支援スタッフの
配置等

Ｃ．社団法人日本産
業カウンセラー協会

ほか
166百万円

【一般競争契約】
【公募・随意契約】

就労支援スタッフの
配置等

Ｄ．個人

37百万円

【諸謝金の支給】

ビジネスマナー，Ｓ
ＳＴ指導のための講
師の招へい

Ｄ．個人

37百万円

【諸謝金の支給】

ビジネスマナー，Ｓ
ＳＴ指導のための講
師の招へい

Ｇ．個人

44百万円

【諸謝金の支給】

職業訓練の実施に必
要な指導者への謝金

Ｅ．株式会社山忠
商会ほか
213百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

職業訓練の実施に必
要な主要機械等の購
入

Ｆ．株式会社
タチバナほか
49百万円

職業訓練の実施に必
要な原材料の購入

【一般競争契約】
【随意契約】

Ｇ．個人

44百万円

【諸謝金の支給】

職業訓練の実施に必
要な指導者への謝金

Ｇ．個人

44百万円

【諸謝金の支給】

職業訓練の実施に必
要な指導者への謝金

Ｅ．株式会社山忠
商会ほか
213百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

職業訓練の実施に必
要な主要機械等の購
入

Ｅ．株式会社山忠
商会ほか
213百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

職業訓練の実施に必
要な主要機械等の購
入

Ｆ．株式会社
タチバナほか
49百万円

職業訓練の実施に必
要な原材料の購入

【一般競争契約】
【随意契約】

Ｆ．株式会社
タチバナほか
49百万円

職業訓練の実施に必
要な原材料の購入

【一般競争契約】
【随意契約】
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計 0 計 0

D.個人 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 20 計 0

外部委託 キャリアコンサルタント等の配置 20

C.社団法人日本産業カウンセラー協会 G.個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 306 計 3

使　途
金　額

(百万円）

- 各会計機関への予算配布 306 物品購入

203 計

職業訓練用機械・器具の購入 3

B. F.株式会社タチバナ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

8計

使　途
金　額

(百万円）

職業訓練用機器の整備 8- 各会計機関への予算配布 203 物品購入

金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.株式会社山忠商会

費　目 使　途
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支出先上位１０者リスト
C.

Ｄ．

Ｅ．

Ｆ．

受刑者に対する就労支援活動等 3

ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 89.9%

9
株式会社文化コーポレー
ション

受刑者に対する就労支援活動等 3 2 90.8%

10
株式会社キャリア・ブレス
ユー

8
NPO法人キャリアコアサ
ポート

受刑者に対する就労支援活動等 3

公募 -

7
株式会社ルーツスタッフィ
ング

受刑者に対する就労支援活動等 3

1 97.7%

1 94.3%

公募 -

6 個人Ｃ

5 個人Ｂ 受刑者に対する就労支援活動等 3

受刑者に対する就労支援活動等 3

4 個人Ａ 受刑者に対する就労支援活動等 3

4 74.6%

3
NPO日本キャリア・コンサ
ルタント協会

受刑者に対する就労支援活動等 3

公募 -

1 100.0%

1 94.9%

2
特定非営利活動法人コ
ミュニティ友志会

1
社団法人日本産業カウン
セラー協会

受刑者に対する就労支援活動等 20

受刑者に対する就労支援活動等 3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

入札者数 落札率

- -

- -

1 個人Ａ

2 個人Ｂ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0

3 個人Ｃ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0

- -

4 個人Ｄ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0

- -

- -

- -

5 個人Ｅ

6 個人Ｆ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0

ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0

7 個人Ｇ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0

- -

8 個人Ｈ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0

- -

- -

- -

9 個人 Ｉ

10 個人Ｊ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0

ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2 99.9%

1 株式会社山忠商会 職業訓練用機械・器具の購入 8

入札者数 落札率

2 97.1%

3 95.5%

2
株式会社北海道タカラモ
ンベルト

3 株式会社内藤ハウス 職業訓練用機械・器具の購入 6

職業訓練用機械・器具の購入 6

4 日立建機株式会社 職業訓練用機械・器具の購入 6

6 96.7%

5 有限会社半田造船 職業訓練用機械・器具の購入 6

2 99.5%

3 95.7%

3 77.3%

6
宮城日野自動車株式会
社

7 協和機工株式会社 職業訓練用機械・器具の購入 4

職業訓練用機械・器具の購入 5

8 株式会社前田製作所 職業訓練用機械・器具の購入 4

4 77.0%

9 株式会社山村 職業訓練用機械・器具の購入 3

3 95.1%

3 71.0%

入札者数 落札率

10 有限会社ライズ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

職業訓練用機械・器具の購入 3

1 株式会社タチバナ 職業訓練用資材の購入 3

随意契約 -

2 株式会社トヨネスト 職業訓練用資材の購入 2

随意契約 -

随意契約 -

随意契約 -

3 株式会社日商

4 株式会社吉野商店 職業訓練用資材の購入 2

職業訓練用資材の購入 2

5 前田建材工業株式会社 職業訓練用資材の購入 2

随意契約 -

6 株式会社鹿野材木店 職業訓練用資材の購入 1

随意契約 -

随意契約 -

随意契約 -

7 株式会社にしはら

8 日本欄罫工業株式会社 職業訓練用資材の購入 1

職業訓練用資材の購入 1

9 花村産業株式会社 職業訓練用資材の購入 1

10 今井金商株式会社 職業訓練用資材の購入 1

随意契約 -

随意契約 -
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Ｇ．

入札者数 落札率

- -

支　出　先

1 個人Ａ 職業訓練指導謝金 0

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2 個人Ｂ 職業訓練指導謝金 0

- -

3 個人Ｃ 職業訓練指導謝金 0

- -

- -

- -

4 個人Ｄ

5 個人Ｅ 職業訓練指導謝金 0

職業訓練指導謝金 0

6 個人Ｆ 職業訓練指導謝金 0

- -

7 個人Ｇ 職業訓練指導謝金 0

- -

- -

- -

8 個人Ｈ

9 個人 Ｉ 職業訓練指導謝金 0

職業訓練指導謝金 0

- -10 個人Ｊ 職業訓練指導謝金 0
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作成責任者事業名 地域生活定着支援の推進 担当部局庁 法務省矯正局

事業番号 0036
                       平成２３年行政事業レビューシート              (法務省)

総務課長　富山　聡

会計区分 一般会計 施策名 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施

事業開始・
終了(予定）年度 平成２１年度 担当課室 総務課

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　刑務所出所後の自立した生活の困難な高齢受刑者や障がいを有する受刑者が，出所後直ちに福祉サービスを受けられるように
するため，刑務所に社会福祉士・精神保健福祉士を配置し，保護観察所や地域生活定着支援センターと連携して，出所後の自立
した生活基盤を確保することにより再犯防止を目的としている。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　高齢受刑者や身体等に障がいを有する受刑者は，出所後，生活基盤が安定していないため短期間のうちに生活苦に陥り，再び
犯罪を犯すおそれが高いことから，出所後直ちに福祉の支援を受けられるように，刑務所に社会福祉士の資格を有する者を配置
し，①支援が必要な受刑者の選定，②当該受刑者の福祉ニーズの把握，③当該受刑者が行う福祉サービスの申請手続に対する
支援等を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する
法律等

関係する計画、
通知等

犯罪に強い社会の実現のための行動計画２００８

24年度要求22年度 23年度

予
算
の
状
況

当初予算 0 233

繰越し等 0 0

計 0

344 336

336

394

補正予算 0

0

394

0 0 -

-

233 344

執行額 0 233 335

執行率（％） - 100.0% 97.4%

20年度 21年度成果指標 単位

％ - -達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（　　年度）

　社会福祉士等による面接，調整等実施人員
（年次）
　なお，本事業は平成２１年度から開始したとこ
ろであり，地域生活定着センター等の体制整備
中であることから，現時点で定量的な成果目標
を示すことは困難

成果実績 -
上半期:　-

下半期：1,105
上半期:1,382
下半期:1,726

－

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

　福祉による支援を必要とする刑務所出所者等
の福祉的ニーズの把握，保護観察所等との連
絡調整等の地域生活定着支援を実施している

活動実績

（当初見込
み）

施設
-

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　１０７，６６９　（円／人） 算出根拠
平成２２年度実績額３３４，６３５千円／平成２２年調整等実施人員３，
１０８人

―

- ５９施設 （６４施設） （６４施設）

５９施設 ６４施設

23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

外部委託 293 343 地域生活定着支援事業の充実を図るための社会福祉士等の配置拡大による増

新規旅費の増その他

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

43 51

費　目

計 336 394
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事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

点
検
結
果

　刑務所に配置する社会福祉士，精神保健福祉士については，ハローワーク等を通じて公募を行った上，各施設において非常勤職員として
採用し，高齢受刑者や障がいを有する刑務所出所者等が出所後直ちに福祉サービスを受けられるように，精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律第２６条による都道府県知事への通報，保護観察所や地域生活定着支援センター（平成２３年１月末日３４都道府県に設置済）等
関係機関との特別調整対象者（平成２２年９月末までに３１０名が対象）等に係る連絡調整，療育手帳や身体障害者手帳等の福祉サービス
の申請などの地域生活定着支援事業を適正に実施しており，円滑な社会復帰，再犯防止に寄与している。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一
部
改
善

　地域生活定着支援体制の見直しについて検討を行うとともに，社会福祉士及び精神保健福祉士の雇用経費を見直すなどして適
切に予算に反映すべきである。

予算監視・効率化チームの所見

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

　所見のとおり，社会福祉士及び精神保健福祉士の手当の見直しにより，経費を削減した。
　（▲12百万円）
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※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

社会福祉士等の配置

法務省

335百万円

高齢や障害により自立が困難な刑務所出
所者等に出所後福祉サービス受けられる
ようにするための，社会福祉士等の配置，
研修用教材の整備等

Ｃ．個人

329百万円

【一般競争契約】
【随意契約・公募】

社会福祉士，精神保健福祉士の
配置

【本省からの予算配分】

Ａ．矯正施設（64庁）

333百万円

Ｄ．職員等

4百万円

【旅費の支給】

保護観察所等関係機関と
の連絡調整等

【一般競争契約】

Ｂ．テレビ朝日映像株式会社ほか

2百万円

職員研修用教材，社会福祉士執務資料
等の整備

【随意契約】

社会福祉士等の配置

法務省

335百万円

高齢や障害により自立が困難な刑務所出
所者等に出所後福祉サービス受けられる
ようにするための，社会福祉士等の配置，
研修用教材の整備等

法務省

335百万円

高齢や障害により自立が困難な刑務所出
所者等に出所後福祉サービス受けられる
ようにするための，社会福祉士等の配置，
研修用教材の整備等

Ｃ．個人

329百万円

【一般競争契約】
【随意契約・公募】

社会福祉士，精神保健福祉士の
配置

Ｃ．個人

329百万円

【一般競争契約】
【随意契約・公募】

社会福祉士，精神保健福祉士の
配置

【本省からの予算配分】

Ａ．矯正施設（64庁）

333百万円

【本省からの予算配分】

Ａ．矯正施設（64庁）

333百万円

Ｄ．職員等

4百万円

【旅費の支給】

保護観察所等関係機関と
の連絡調整等

Ｄ．職員等

4百万円

【旅費の支給】

保護観察所等関係機関と
の連絡調整等

【一般競争契約】

Ｂ．テレビ朝日映像株式会社ほか

2百万円

職員研修用教材，社会福祉士執務資料
等の整備

【随意契約】
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金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途

- 各会計機関への予算配布 333

使　途
金　額

(百万円）

0計 333 計

B.テレビ朝日映像株式会社 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務費
地域生活定着支援に係る研修教材作
成

2

0計 2 計

C.個人 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

賃金 社会福祉士の配置 4

0計 4 計

D.個人 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0
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支出先上位１０者リスト
Ｂ．

Ｃ．

Ｄ．

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

5 81.7%

2 株式会社アライ印刷

1 テレビ朝日映像株式会社 地域生活定着支援に係る研修教材の作成 2

社会福祉士に対する刑事施設の業務に係る研修教材の作成 0.1

3 83.5%

随意契約 -

随意契約 -

3 株式会社キタジマ 被収容者に対する福祉制度解説教材の作成 0.1

4
株式会社ピーアンド
ディーヒロサワ

研修教材の発送経費 0.1

- -

6 -

5 - - -

- -

- -

- -

- -

7 - - -

8 - - -

- -

9 - - - - -

10 -

2 個人Ｂ

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

被収容者への福祉的支援を実施するための社会福祉士の配置 4

入札者数 落札率

1 個人Ａ 被収容者への福祉的支援を実施するための社会福祉士の配置 4 公募 -

3 個人Ｃ 被収容者への福祉的支援を実施するための社会福祉士の配置 3

公募 -

公募 -

公募 -

公募 -

4 個人Ｄ

5 個人Ｅ 被収容者への福祉的支援を実施するための社会福祉士の配置 3

被収容者への福祉的支援を実施するための社会福祉士の配置 3

6 個人Ｆ 被収容者への福祉的支援を実施するための社会福祉士の配置 3

公募 -

7 個人Ｇ 被収容者への福祉的支援を実施するための社会福祉士の配置 3

公募 -

公募 -

公募 -

8 個人Ｈ

9 個人 Ｉ 被収容者への福祉的支援を実施するための社会福祉士の配置 3

被収容者への福祉的支援を実施するための社会福祉士の配置 3

10 個人Ｊ 被収容者への福祉的支援を実施するための社会福祉士の配置 3

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

公募 -

入札者数 落札率

- -

1 個人Ａ

2 個人Ｂ 被収容者への福祉的支援のため，保護観察所等関係機関との連絡調整 0

被収容者への福祉的支援のため，保護観察所等関係機関との連絡調整 0

3 個人Ｃ 被収容者への福祉的支援のため，保護観察所等関係機関との連絡調整 0

- -

4 個人Ｄ 被収容者への福祉的支援のため，保護観察所等関係機関との連絡調整 0

- -

- -

- -

5 個人Ｅ

6 個人Ｆ 被収容者への福祉的支援のため，保護観察所等関係機関との連絡調整 0

被収容者への福祉的支援のため，保護観察所等関係機関との連絡調整 0

7 個人Ｇ 被収容者への福祉的支援のため，保護観察所等関係機関との連絡調整 0

- -

8 個人Ｈ 被収容者への福祉的支援のため，保護観察所等関係機関との連絡調整 0

- -

- -

- -

9 個人 Ｉ

10 個人Ｊ 被収容者への福祉的支援のため，保護観察所等関係機関との連絡調整 0

被収容者への福祉的支援のため，保護観察所等関係機関との連絡調整 0
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作成責任者事業名 矯正施設の保安及び処遇体制の整備 担当部局庁 法務省矯正局

事業番号 0037
                       平成２３年行政事業レビューシート              (法務省)

総務課長　富山　聡

会計区分 一般会計 施策名 矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備

事業開始・
終了(予定）年度 － 担当課室 総務課

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　刑務所，少年刑務所，拘置所，少年院，少年鑑別所及び婦人補導院においては，施設の適正な維持管理を行い，被収容者の身
柄の確保と規律秩序の維持を図る必要があることから，警備機器等の整備や職員の職務遂行能力向上を図ることを目的としてい
る。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　刑務所，少年刑務所，拘置所，少年院，少年鑑別所及び婦人補導院は，被収容者の身柄を確保し，施設内の規律・秩序を維持
しながら，再犯防止に向けた矯正処遇を実施するという一般行政官庁とは異なる官署であり，これらの矯正施設を維持・管理して
いく上で必要な①監視カメラ等の保安警備機器類の整備，②被収容者を処遇する上で必要な技術及び知識を付与するための職
員研修等の実施，③矯正行政の業務効率化を図るために必要な機器等の整備などにより，再犯防止に向けた矯正処遇を実施す
るための基盤を整備する。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する
法律等

関係する計画、
通知等

24年度要求22年度 23年度

予
算
の
状
況

当初予算 3,740 3,800

繰越し等 0 0

計 6,052

4,288 4,162

4,162

7,350

補正予算 2,312

△ 1

7,350

1,851 0 -

-

5,651 4,287

執行額 6,027 5,591 4,236

執行率（％） 99.6% 98.9% 98.8%

20年度 21年度成果指標 単位

％ 94.2 99.4達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（23年度）

管区機動警備隊員執務執行能力の向上を図る
ため，管区機動警備隊集合訓練参加者数を増
加させる。

成果実績 人 310 327 323 329

98.2

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

　矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制を
維持するため，職員の職務能力向上研修，各種
警備機器等を整備している

活動実績

（当初見込
み）

施設
１８８施設

単位当たり
コスト

　　　　　９，２４８（円／人） 算出根拠 平成２２年度実績額２，９８７千円/平成２２年度参加人数３２３人

―

１８８施設 １８９施設 （１８９施設） （１８９施設）

１８９施設 １８９施設

23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

外部委託 251 241 賃金職員の執行実績に基づく見直しによる減

災害時における矯正施設の運営基盤の整備に必要な経費の増

その他 2,584 3,078 保安体制を強化するための旅費の増

物品購入費

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

1,327 4,031

費　目

計 4,162 7,350
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事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

点
検
結
果

　被収容者の身柄の確保と規律秩序の維持を図るため，各種警備機器の整備，職能力向上のための研修，矯正業務の効率化を図るため
のパソコン等の整備などを計画的に実施しており，警備機器の一括調達の実施等予算の効率的な執行に努めている。
　また，矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制を維持するため，管区機動警備隊集合訓練の開催は必要不可欠であり，毎年開催してい
るところ，各年とも目標人数の90パーセント以上の隊員が参加しており，おおむね目標は達成できている。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一
部
改
善

　システム機器については精査を行い，整備計画を見直すなどして適切に予算に反映すべきである。

予算監視・効率化チームの所見

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

　所見のとおり，矯正総合情報通信ネットワークシステムの整備計画の見直しなどにより，経費を削減した。
　また，看守等の被服についても計画を見直すなどし，更なる削減を図った。
　（▲122百万円）
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※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

法務省

4,236百万円

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入等及び予算の地方配分

Ｂ．信和株式会社ほか

993百万円

矯正施設の警備体制の強化，刑務官等
の制服の縫製に必要な生地等の購入

【一般競争契約・随意契約】

Ａ．矯正施設（189庁）

3,240百万円

【本省からの予算配分】

矯正施設の警備体制の強化，矯正
処遇の実施に必要な備品等の購入

Ｆ．職員

222百万円

【旅費の支給】

保安警備体制の強化，職
員の職務能力向上のため
の旅費

Ｄ．三菱電機システム
サービス株式会社ほか

3,008百万円

【一般競争契約・随意契約】

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入

Ｅ．講師，通訳人等

10百万円

【諸謝金の支給】

職員の職務能力向上，外
国人被収容者処遇に必要
な通訳業務のための謝金

Ｃ．職員

3百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】

法務省

4,236百万円

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入等及び予算の地方配分

Ｂ．信和株式会社ほか

993百万円

矯正施設の警備体制の強化，刑務官等
の制服の縫製に必要な生地等の購入

【一般競争契約・随意契約】

Ａ．矯正施設（189庁）

3,240百万円

【本省からの予算配分】

矯正施設の警備体制の強化，矯正
処遇の実施に必要な備品等の購入

Ｆ．職員

222百万円

【旅費の支給】

保安警備体制の強化，職
員の職務能力向上のため
の旅費

Ｄ．三菱電機システム
サービス株式会社ほか

3,008百万円

【一般競争契約・随意契約】

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入

Ｅ．講師，通訳人等

10百万円

【諸謝金の支給】

職員の職務能力向上，外
国人被収容者処遇に必要
な通訳業務のための謝金

Ｃ．職員

3百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】

法務省

4,236百万円

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入等及び予算の地方配分

法務省

4,236百万円

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入等及び予算の地方配分

Ｂ．信和株式会社ほか

993百万円

矯正施設の警備体制の強化，刑務官等
の制服の縫製に必要な生地等の購入

【一般競争契約・随意契約】

Ａ．矯正施設（189庁）

3,240百万円

【本省からの予算配分】

矯正施設の警備体制の強化，矯正
処遇の実施に必要な備品等の購入

Ｆ．職員

222百万円

【旅費の支給】

保安警備体制の強化，職
員の職務能力向上のため
の旅費

Ｄ．三菱電機システム
サービス株式会社ほか

3,008百万円

【一般競争契約・随意契約】

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入

Ｅ．講師，通訳人等

10百万円

【諸謝金の支給】

職員の職務能力向上，外
国人被収容者処遇に必要
な通訳業務のための謝金

Ｃ．職員

3百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】

Ｂ．信和株式会社ほか

993百万円

矯正施設の警備体制の強化，刑務官等
の制服の縫製に必要な生地等の購入

【一般競争契約・随意契約】

Ｂ．信和株式会社ほか

993百万円

矯正施設の警備体制の強化，刑務官等
の制服の縫製に必要な生地等の購入

【一般競争契約・随意契約】

Ａ．矯正施設（189庁）

3,240百万円

【本省からの予算配分】

矯正施設の警備体制の強化，矯正
処遇の実施に必要な備品等の購入

Ａ．矯正施設（189庁）

3,240百万円

【本省からの予算配分】

矯正施設の警備体制の強化，矯正
処遇の実施に必要な備品等の購入

Ｆ．職員

222百万円

【旅費の支給】

保安警備体制の強化，職
員の職務能力向上のため
の旅費

Ｄ．三菱電機システム
サービス株式会社ほか

3,008百万円

【一般競争契約・随意契約】

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入

Ｅ．講師，通訳人等

10百万円

【諸謝金の支給】

職員の職務能力向上，外
国人被収容者処遇に必要
な通訳業務のための謝金

Ｃ．職員

3百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】

Ｆ．職員

222百万円

【旅費の支給】

保安警備体制の強化，職
員の職務能力向上のため
の旅費

Ｆ．職員

222百万円

【旅費の支給】

保安警備体制の強化，職
員の職務能力向上のため
の旅費

Ｄ．三菱電機システム
サービス株式会社ほか

3,008百万円

【一般競争契約・随意契約】

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入

Ｄ．三菱電機システム
サービス株式会社ほか

3,008百万円

【一般競争契約・随意契約】

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入

Ｅ．講師，通訳人等

10百万円

【諸謝金の支給】

職員の職務能力向上，外
国人被収容者処遇に必要
な通訳業務のための謝金

Ｅ．講師，通訳人等

10百万円

【諸謝金の支給】

職員の職務能力向上，外
国人被収容者処遇に必要
な通訳業務のための謝金

Ｃ．職員

3百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】

Ｃ．職員

3百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】

Ｃ．職員

3百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】

Ｃ．職員

3百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】
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金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.個人

費　目 使　途

- 各会計機関への予算配布 3,240

使　途
金　額

(百万円）

0計 3,240 計

B.信和株式会社 F.個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品購入
刑務官の制服の縫製に係る生地等の
購入

245

0計 245 計

C.個人 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 0 計

D.三菱電機システムサービス株式会社 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務費 構内多機能無線機等の修繕

物品購入 警備用機器の整備等 355

2

計 357 計 0
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支出先上位１０者リスト
Ｂ.

Ｃ．

Ｄ．

Ｅ．

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

7 99.8%

2 東興産業株式会社

1 信和株式会社 刑務官等制服用生地等の購入 245

刑務官等制服用生地等の購入 196

2 69.6%

2 91.7%

4 98.3%

3 株式会社日立国際電気 デジタル無線装置の据付調整等 182

4 日本電気株式会社 被収容者データ管理システムの改修 149

随意契約 -

6 日立キャピタル株式会社

5
ＮＥＣキャピタルソリュー
ション株式会社

矯正総合情報通信ネットワークシステム用機器の購入 140

デジタル無線装置の賃借料 25

5 99.7%

3 94.9%

2 91.7%

7 日本官帽制帽株式会社 刑務官等制服用生地等の購入 11

8 イズミ産業株式会社 刑務官等制服用生地等の購入 9

6 99.1%

9 株式会社牧野商店 刑務官等制服用生地等の購入 5 6 99.3%

10 株式会社武田商店

2 個人Ｂ

刑務官等制服用生地等の購入 5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等 0.6 - -

- -

3 個人Ｃ 矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等 0.4 - -

矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等 0.6

4 個人Ｄ 矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等 0.4

- -

5 個人Ｅ 矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等 0.1

- -

- -

- -

6 個人Ｆ

7 個人Ｇ 矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等 0.1

矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等 0.1

8 個人Ｈ 矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等 0.1

- -

9 個人 Ｉ 矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等 0.1

- -

- -

入札者数 落札率

10 個人Ｊ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等 0.1

1
三菱電機システムサービ
ス株式会社

総合警備システムの整備等 357

1 89.1%

2
日本空調サービス株式会
社

庁舎維持管理業務 230

4 73.3%

3 76.5%

2 88.0%

3 富士通株式会社

4
ＮＥＣネクサソリューション
ズ株式会社

矯正総合情報通信ネットワークシステム保守 42

総合警備システムの整備等 139

5 不二興産株式会社 清掃業務等の委託 33

4 73.2%

6
ＮＥＣフィールディング株
式会社

矯正総合情報通信ネットワークシステム用機器の整備 31

5 90.8%

3 66.9%

3 89.7%

7
中国三菱電機販売株式
会社

8 大和電建株式会社 総合警備システムの整備等 28

総合警備システムの整備等 30

9
パナソニック電工エンジニ
アリング株式会社

総合警備システムの整備等 24

入札者数 落札率

10 株式会社ムラカミ 刑務官警備靴用部材の購入 21

2 62.8%

3 98.0%

- -

支　出　先

1 個人Ａ 外国人被収容者処遇に必要な翻訳業務（通訳センター分）に係る謝金 1

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2 個人Ｂ 外国人被収容者処遇に必要な翻訳業務（通訳センター分）に係る謝金 0.3

- -

3 個人Ｃ 外国人被収容者処遇に必要な翻訳業務（通訳センター分）に係る謝金 0.2

- -

- -

- -

4 個人Ｄ

5 個人Ｅ 外国人被収容者処遇に必要な翻訳業務（通訳センター分）に係る謝金 0.2

外国人被収容者処遇に必要な翻訳業務（通訳センター分）に係る謝金 0.2

6 個人Ｆ 外国人被収容者処遇に必要な翻訳業務（通訳センター分）に係る謝金 0.2

- -

7 個人Ｇ 職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1

- -

- -

- -

8 個人Ｈ

9 個人 Ｉ 職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1

職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1

10 個人Ｊ 職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1 - -
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Ｆ。

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

- -

1 個人Ａ

2 個人Ｂ 人事計画に基づく赴任旅費 0.3

人事計画に基づく赴任旅費 0.3

3 個人Ｃ 人事計画に基づく赴任旅費 0.2

- -

4 個人Ｄ 人事計画に基づく赴任旅費 0.2

- -

- -

- -

5 個人Ｅ

6 個人Ｆ 人事計画に基づく赴任旅費 0.2

人事計画に基づく赴任旅費 0.2

7 個人Ｇ 人事計画に基づく赴任旅費 0.2

- -

8 個人Ｈ 人事計画に基づく赴任旅費 0.2

- -

- -

- -

9 個人 Ｉ

10 個人Ｊ 人事計画に基づく赴任旅費 0.2

人事計画に基づく赴任旅費 0.2
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作成責任者事業名 被収容者生活関連業務の維持 担当部局庁 法務省矯正局

事業番号 0038
                       平成２３年行政事業レビューシート              (法務省)

総務課長　富山　聡

会計区分 一般会計 施策名 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施

事業開始・
終了(予定）年度 － 担当課室 総務課

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　刑務所，少年刑務所，拘置所，少年院，少年鑑別所及び婦人補導院に収容された被収容者に対し，規律秩序ある一般社会の生
活水準と著しい開差が生じない程度の必要最低限の収容生活環境を維持することを目的としている。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　刑務所，少年刑務所，拘置所，少年院，少年鑑別所及び婦人補導院においては，法令に基づき，犯罪者や非行少年を強制的に
施設へ収容して身柄を確保しており，これらの矯正施設の維持・管理のために生じる保守料や物品等の整備経費をはじめ，被収
容者の公平・適正な矯正処遇を実施するために最低限必要な食糧，衣類，日常生活必需品を支給するための物資購入のほか，
矯正教育，矯正医療を実施するための資材の購入など，被収容者の身柄を確保する上で必要となる物資等を整備する事業。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する
法律等

関係する計画、
通知等

24年度要求22年度 23年度

予
算
の
状
況

当初予算 29,809 28,553

繰越し等 0 △ 82

計 29,207

27,342 26,331

26,331

26,900

補正予算 △ 602

△ 65

26,900

563 △ 134 -

-

29,034 27,143

執行額 29,174 28,919 26,942

執行率（％） 99.9% 99.6% 99.3%

20年度 21年度成果指標 単位

％ 201.3 229.7達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（24年度）

　医療措置を必要とする被収容者の増加する
中，医薬品の調達に当たり，ジェネリック医薬品
の導入を図る（平成２２年度は速報値である）
　なお，目標値の３０パーセントは，厚生労働省
の使用促進の目標値である。

成果実績 ％ 60.4 68.9 73.8 30.0

246.0

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

　矯正施設に収容された被収容者の生活を維持
するために最低限必要な食糧，被服，日常生活
品等の整備，教育や医療等実施体制を整備して
いる

活動実績

（当初見込
み）

施設
１８８施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
　ジェネリック医薬品は，効率的な予算執行，コスト削減等を図るため，
調達方法の見直しや医師の診療方針，安全性等を考慮して導入して
いるものであり，導入経費のみをもってコスト分析することはできない

―

１８８施設 １８９施設 （１８９施設） （１８９施設）

１８９施設 １８９施設

23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

外部委託 1,406 1,736 ＰＦＩ刑務所における医療の管理委託に係る契約方法の見直し等による増

収容人員に基づく関連経費の減，災害時における矯正施設の運営基盤の整備に
必要な経費の増

その他 6,132 6,049 旅費の見直しによる減

物品購入費

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

18,793 19,115

費　目

計 26,331 26,900
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事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

- 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

点
検
結
果

　被収容者の収容動向により，生活備品や日用品，医薬品，食糧等に変動を生じることとなるが，平成２２年度は予算人員７８，４０１人に対
し，１日平均収容人員が７７，７８３人と予算人員に対し６１８人下回ったことにより不用が生じているものの，食事の給与，衣類の貸与，医療
の実施等，被収容者の適正な収容環境の維持が図られている。
　なお，平成２２年度においては，米穀の調達方法を全国一括方式に見直すとともに，被服の調達方法の見直し，アイテムの統合を図るなど
して予算の効率的執行に努めている。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

- 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一
部
改
善

　被収容者の生活維持経費について執行実績を踏まえた見直しを行い，経費の削減を図るべきである。

予算監視・効率化チームの所見

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

　被収容者の食糧費及び被服費について，「一括調達などにより調達方法の変更を検討するなど，一部見直し。」との評価結果を受けたことから，
外部有識者等の意見・提言を踏まえ，食糧については，農林水産省機構改革により，地方農政事務所からの政府米の販売が平成２２年９月分の調
達をもって中止されることも含めて検討した結果，平成２２年度下半期分から米穀の調達方法については，各矯正施設ごとに購入していた調達方法
を見直し，全国一括調達方式とし，副食についても献立内容を工夫し，使用する食材についても再検討するなど，予算の縮減に向けた努力を行うな
どして，約３億６２百万円の削減を図った。
　また，被収容者被服については，各施設で調達する品目が多い女子被収容者の被服のアイテムを統合するなど調達方式の見直し，約３４百万円
の削減を図った。

縮
減

　所見のとおり，収容施設維持管理経費及び被収容者生活維持経費について見直しを行い，経費を削減した。
　また，領置物品管理システムについても，整備計画の見直しを行うなど，更なる削減を図った。
　（▲118百万円）
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※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

Ｅ．職員等

1,238百万円

【旅費の支給】

矯正処遇の充実を図るた
めの各種協議会の開催，
被収容者の護送等

Ｃ．株式会社
メディセオほか
23,840百万円

【一般競争契約・随意契約】

日常生活備品等の購入，医
療機器，医薬品等の購入

Ｄ．個人等

697百万円

【諸謝金等の支給】

被収容者の矯正教育の指
導，医療を実施するため
の謝金

Ｂ．株式会社神明ほか

1,167百万円

被収容者の食糧，被服，日用品，
矯正教育の実施に必要な教材の
購入，ＮＨＫ受信契約等

【一般競争契約・随意契約】

法務省

26,942百万円

被収容者の矯正教育の実施，日
常生活備品等の購入，医療の実
施等に必要な予算の地方配分

Ａ．矯正施設（189庁）

25,775百万円

【本省からの予算配分】

被収容者の矯正教育の実施，日
常生活備品等の購入，医療の実
施等に必要な予算の地方配分

Ｅ．職員等

1,238百万円

【旅費の支給】

矯正処遇の充実を図るた
めの各種協議会の開催，
被収容者の護送等

Ｃ．株式会社
メディセオほか
23,840百万円

【一般競争契約・随意契約】

日常生活備品等の購入，医
療機器，医薬品等の購入

Ｄ．個人等

697百万円

【諸謝金等の支給】

被収容者の矯正教育の指
導，医療を実施するため
の謝金

Ｅ．職員等

1,238百万円

【旅費の支給】

矯正処遇の充実を図るた
めの各種協議会の開催，
被収容者の護送等

Ｅ．職員等

1,238百万円

【旅費の支給】

矯正処遇の充実を図るた
めの各種協議会の開催，
被収容者の護送等

Ｃ．株式会社
メディセオほか
23,840百万円

【一般競争契約・随意契約】

日常生活備品等の購入，医
療機器，医薬品等の購入

Ｃ．株式会社
メディセオほか
23,840百万円

【一般競争契約・随意契約】

日常生活備品等の購入，医
療機器，医薬品等の購入

Ｄ．個人等

697百万円

【諸謝金等の支給】

被収容者の矯正教育の指
導，医療を実施するため
の謝金

Ｄ．個人等

697百万円

【諸謝金等の支給】

被収容者の矯正教育の指
導，医療を実施するため
の謝金

Ｂ．株式会社神明ほか

1,167百万円

被収容者の食糧，被服，日用品，
矯正教育の実施に必要な教材の
購入，ＮＨＫ受信契約等

【一般競争契約・随意契約】

法務省

26,942百万円

被収容者の矯正教育の実施，日
常生活備品等の購入，医療の実
施等に必要な予算の地方配分

Ａ．矯正施設（189庁）

25,775百万円

【本省からの予算配分】

被収容者の矯正教育の実施，日
常生活備品等の購入，医療の実
施等に必要な予算の地方配分

Ｂ．株式会社神明ほか

1,167百万円

被収容者の食糧，被服，日用品，
矯正教育の実施に必要な教材の
購入，ＮＨＫ受信契約等

【一般競争契約・随意契約】

Ｂ．株式会社神明ほか

1,167百万円

被収容者の食糧，被服，日用品，
矯正教育の実施に必要な教材の
購入，ＮＨＫ受信契約等

被収容者の食糧，被服，日用品，
矯正教育の実施に必要な教材の
購入，ＮＨＫ受信契約等

【一般競争契約・随意契約】

法務省

26,942百万円

被収容者の矯正教育の実施，日
常生活備品等の購入，医療の実
施等に必要な予算の地方配分

Ａ．矯正施設（189庁）

25,775百万円

【本省からの予算配分】

被収容者の矯正教育の実施，日
常生活備品等の購入，医療の実
施等に必要な予算の地方配分

法務省

26,942百万円

被収容者の矯正教育の実施，日
常生活備品等の購入，医療の実
施等に必要な予算の地方配分

Ａ．矯正施設（189庁）

25,775百万円

【本省からの予算配分】

被収容者の矯正教育の実施，日
常生活備品等の購入，医療の実
施等に必要な予算の地方配分

Ａ．矯正施設（189庁）

25,775百万円

【本省からの予算配分】

被収容者の矯正教育の実施，日
常生活備品等の購入，医療の実
施等に必要な予算の地方配分
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金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.個人

費　目 使　途

- 各会計機関への予算配布 25,775

使　途
金　額

(百万円）

0計 25,775 計

B.株式会社神明 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品購入 被収容者用食糧の購入 642

0計 642 計

C.株式会社メディセオ G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品購入 被収容者用医薬品等の購入 412

0計 412 計

D.個人 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0
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支出先上位１０者リスト
Ｂ．

Ｃ．

Ｄ．

Ｅ．

- -10 個人Ｊ 被収容者の護送業務，収容業務に係る連絡調整のための旅費 0.5

- -

8 個人Ｈ

9 個人 Ｉ 被収容者の護送業務，収容業務に係る連絡調整のための旅費 0.5

被収容者の護送業務，収容業務に係る連絡調整のための旅費 0.5

- -

- -

- -

7 個人Ｇ 被収容者の護送業務，収容業務に係る連絡調整のための旅費 0.5

6 個人Ｆ 被収容者の護送業務，収容業務に係る連絡調整のための旅費 0.5

- -

4 個人Ｄ

5 個人Ｅ 被収容者の護送業務，収容業務に係る連絡調整のための旅費 0.7

被収容者の護送業務，収容業務に係る連絡調整のための旅費 0.7

- -

- -

- -

3 個人Ｃ 被収容者の護送業務，収容業務に係る連絡調整のための旅費 0.8

2 個人Ｂ 被収容者の護送業務，収容業務に係る連絡調整のための旅費 0.8

- -

支　出　先

1 個人Ａ 被収容者の護送業務，収容業務に係る連絡調整のための旅費 1

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

- -

入札者数 落札率

10 個人Ｊ 被収容者の医療実施に係る外部医師への謝金 3

9 個人 Ｉ 被収容者の医療実施に係る外部医師への謝金 3

- -

7 個人Ｇ

8 個人Ｈ 被収容者の医療実施に係る外部医師への謝金 3

被収容者の医療実施に係る外部医師への謝金 4

- -

- -

- -

6 個人Ｆ 被収容者の医療実施に係る外部医師への謝金 4

5 個人Ｅ 外国人被収容者処遇に必要な通訳・翻訳業務に係る謝金 4

- -

3 個人Ｃ

4 個人Ｄ 被収容者の医療実施に係る外部医師への謝金 4

被収容者の医療実施に係る外部医師への謝金 5

- -

- -

- -

2 個人Ｂ 被収容者の医療実施に係る外部医師への謝金 6

1 個人Ａ 被収容者の医療実施に係る外部医師への謝金 6

入札者数 落札率

10 特定医療法人康和会

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

月形刑務所における診療所開設 132

3 76.5%

9 98.2%

1 100.0%

9 アルフレッサ株式会社 被収容者用医薬品等の購入 142

8
日本空調サービス株式会
社

庁舎維持管理業務等 155

11 90.7%

6 株式会社名給

7 株式会社スズケン 被収容者用医薬品等の購入 171

被収容者用食糧品の購入 180

4 99.0%

1 40.5%

22 8.2%

5 株式会社大和商会 被収容者用食糧品の購入 188

4 宏陽株式会社 被収容者用被服生地等の購入 251

90.7%

3 島根県 島根あさひ社会復帰センター医療管理委託 276 随意契約 -

2 尾家産業株式会社 被収容者用食糧品の購入

落札率

1 株式会社メディセオ 被収容者用医薬品等の購入 412 5 93.0%

支　出　先 業　務　概　要

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

6 84.4%

2 三井物産株式会社

1 株式会社神明 被収容者用食糧の購入 642

公サ法を活用した民間委託業務に係る食糧費 131

4 99.9%

3 99.3%

2 99.9%

3 宏陽株式会社 被収容者用被服の購入 89

4 株式会社三幸 被収容者用被服の購入 55

随意契約 -

6 東興産業株式会社

5 日本放送協会 ＮＨＫ受信料 49

被収容者用被服の購入 28

3 98.4%

随意契約 -

4 98.6%

7
東京センチュリーリース株
式会社

領置物品管理システムの機器の購入 25

8 株式会社カンセン 被収容者用被服の購入 19

100.0%

9 シキボウ株式会社 被収容者用被服の購入 17 5 71.2%

10
東京ニットファッション工
業組合

支　出　額
（百万円）

318 18

被収容者用被服の購入 17 4

入札者数
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作成責任者事業名 社会復帰に必要な刑務所作業の実施 担当部局庁 法務省矯正局

事業番号 0039
                       平成２３年行政事業レビューシート              (法務省)

総務課長　富山　聡

会計区分 一般会計 施策名 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施

事業開始・
終了(予定）年度 － 担当課室 総務課

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　懲役刑は，刑法において，「刑事施設に拘置して所定の作業を行わせる。」と定められており，刑務所，少年刑務所などの刑事施
設において，懲役受刑者を釈放後の就労に有利な刑務作業に従事させ，技術を習得させることを目的としている。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　刑務所，少年刑務所等の刑事施設に収容された懲役受刑者は，刑法が定める「所定の作業」を行う義務を負っており，刑務作業
は，規則正しい勤労生活の維持，規律ある生活態度のかん養，勤労意欲の向上，職業的な知識や技能の習得など，矯正処遇の
根幹となる事業である上，民間企業からの受注によって得た作業収入は国庫に帰属され，国家財政に少なからず寄与している。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する
法律等

関係する計画、
通知等

24年度要求22年度 23年度

予
算
の
状
況

当初予算 5,213 5,174

繰越し等 0 △ 316

計 5,212

4,428 4,551

4,551

4,602

補正予算 △ 1

0

4,602

220 △ 68 -

-

5,078 4,360

執行額 4,955 5,042 4,267

執行率（％） 95.1% 99.3% 97.9%

20年度 21年度成果指標 単位

％ - -達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（　　年度）

　刑務所作業については，刑法で義務付けられ
たものであり，受刑者の勤労意欲の向上等を目
標に実施している事業であることから，定量的な
成果目標を示すことはできない

成果実績 - - - - -

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

　刑法で義務付けられている所定の作業の実
施，矯正処遇として就労に有利な刑務作業に従
事させ，技術を習得させている

活動実績

（当初見込
み）

施設
７６施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
　刑務作業により，勤労意欲の向上等を目標に実施している事業であ
り，定量的な成果を目標とするものではなく，コスト分析することはでき
ない

―

７６施設 ７７施設 （７７施設） （７７施設）

７７施設 ７７施設

23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

外部委託 167 172 職業能力の向上を図る専門スタッフの新規配置による増

その他 2,951 2,990 システムサーバ移行経費による増

物品購入費

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

1,433 1,440

費　目

計 4,551 4,602
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事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

- 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

点
検
結
果

　刑務作業は，各施設の実情を踏まえて作業量を確保しており，厳しい予算事情の中，競争入札の実施による効率的な予算執行に努めて
いるほか，作業指導者に対する謝金の執行，作業運営等にかかる会議の開催，刑務作業を民間に広く周知するための活動など，各施設の
実情に合わせた効率的な予算執行を行っている。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一
部
改
善

　各種調達事案について執行実績を踏まえた見直しを行い，経費の削減を図るべきである。

予算監視・効率化チームの所見

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

　所見のとおり，技官等被服費及び原材料費の見直しを行い，経費を削減した。
　（▲5百万円）
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※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

法務省

4,267百万円

懲役刑の本質的要素としての「所定の
作業」を実施するための備品の購入，
技術指導に必要な謝金，作業に従事し
た受刑者に支給する報奨金等の予算の
地方配分

Ａ．矯正施設（85庁）

4,267百万円

【本省からの予算配分】

懲役刑の本質的要素としての「所定の
作業」を実施するための備品の購入，
技術指導に必要な謝金，作業に従事し
た受刑者に支給する報奨金等

Ｂ．協和機工株
式会社ほか
2,015百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

刑務作業の実施
に必要な主要機
械の購入等

Ｆ．全国酪農業共
同組合連合会ほか

96百万円

【原材料】

刑務作業の実施
に必要な原材料
の購入

Ｄ．職員

118百万円

【旅費の支給】

刑務作業の運営
に係る会議，指
導力向上のため
の旅費

Ｅ．財団法人日本科
学技術振興財団ほか

10百万円

【会場借料】

刑務作業製品の販
売等に係る会場を
確保するための借
料

【作業報奨金等の支給】

Ｇ．個人

2,025百万円

刑務作業に従事
した受刑者及び
作業によって負
傷した受刑者に
支給

Ｃ．個人

3百万円

【諸謝金の支給】

刑務作業の技術
向上に必要な指
導のための謝金

法務省

4,267百万円

懲役刑の本質的要素としての「所定の
作業」を実施するための備品の購入，
技術指導に必要な謝金，作業に従事し
た受刑者に支給する報奨金等の予算の
地方配分

Ａ．矯正施設（85庁）

4,267百万円

【本省からの予算配分】

懲役刑の本質的要素としての「所定の
作業」を実施するための備品の購入，
技術指導に必要な謝金，作業に従事し
た受刑者に支給する報奨金等

法務省

4,267百万円

懲役刑の本質的要素としての「所定の
作業」を実施するための備品の購入，
技術指導に必要な謝金，作業に従事し
た受刑者に支給する報奨金等の予算の
地方配分

法務省

4,267百万円

懲役刑の本質的要素としての「所定の
作業」を実施するための備品の購入，
技術指導に必要な謝金，作業に従事し
た受刑者に支給する報奨金等の予算の
地方配分

Ａ．矯正施設（85庁）

4,267百万円

【本省からの予算配分】

懲役刑の本質的要素としての「所定の
作業」を実施するための備品の購入，
技術指導に必要な謝金，作業に従事し
た受刑者に支給する報奨金等

Ａ．矯正施設（85庁）

4,267百万円

【本省からの予算配分】

懲役刑の本質的要素としての「所定の
作業」を実施するための備品の購入，
技術指導に必要な謝金，作業に従事し
た受刑者に支給する報奨金等

Ｂ．協和機工株
式会社ほか
2,015百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

刑務作業の実施
に必要な主要機
械の購入等

Ｆ．全国酪農業共
同組合連合会ほか

96百万円

【原材料】

刑務作業の実施
に必要な原材料
の購入

Ｄ．職員

118百万円

【旅費の支給】

刑務作業の運営
に係る会議，指
導力向上のため
の旅費

Ｅ．財団法人日本科
学技術振興財団ほか

10百万円

【会場借料】

刑務作業製品の販
売等に係る会場を
確保するための借
料

【作業報奨金等の支給】

Ｇ．個人

2,025百万円

刑務作業に従事
した受刑者及び
作業によって負
傷した受刑者に
支給

Ｃ．個人

3百万円

【諸謝金の支給】

刑務作業の技術
向上に必要な指
導のための謝金

Ｂ．協和機工株
式会社ほか
2,015百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

刑務作業の実施
に必要な主要機
械の購入等

Ｂ．協和機工株
式会社ほか
2,015百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

刑務作業の実施
に必要な主要機
械の購入等

Ｆ．全国酪農業共
同組合連合会ほか

96百万円

【原材料】

刑務作業の実施
に必要な原材料
の購入

Ｄ．職員

118百万円

【旅費の支給】

刑務作業の運営
に係る会議，指
導力向上のため
の旅費

Ｄ．職員

118百万円

【旅費の支給】

刑務作業の運営
に係る会議，指
導力向上のため
の旅費

Ｅ．財団法人日本科
学技術振興財団ほか

10百万円

【会場借料】

刑務作業製品の販
売等に係る会場を
確保するための借
料

Ｅ．財団法人日本科
学技術振興財団ほか

10百万円

【会場借料】

刑務作業製品の販
売等に係る会場を
確保するための借
料

【作業報奨金等の支給】

Ｇ．個人

2,025百万円

刑務作業に従事
した受刑者及び
作業によって負
傷した受刑者に
支給

【作業報奨金等の支給】

Ｇ．個人

2,025百万円

刑務作業に従事
した受刑者及び
作業によって負
傷した受刑者に
支給

Ｃ．個人

3百万円

【諸謝金の支給】

刑務作業の技術
向上に必要な指
導のための謝金

Ｃ．個人

3百万円

【諸謝金の支給】

刑務作業の技術
向上に必要な指
導のための謝金

Ｃ．個人

3百万円

【諸謝金の支給】

刑務作業の技術
向上に必要な指
導のための謝金
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金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.財団法人日本科学技術振興財団

費　目 使　途

- 各会計機関への予算配布 4,267 その他

使　途
金　額

(百万円）

全国矯正展開催に係る会場借料 7

7計 4,267 計

飼料等の購入 6

B.協和機工株式会社 F.全国酪農農業協同組合連合会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品購入 木工用機器等の購入 60 物品購入

6計 60 計

C.個人 G.個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 0 計

D.個人 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0
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支出先上位１０者リスト
Ｂ．

Ｃ．

Ｄ．

Ｅ．

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2 99.3%

2 カワサキ機工株式会社

1 協和機工株式会社 木工機器等の購入 60

製茶機器の購入 39

2 88.0%

2 87.6%

1 97.7%

3 東洋産業株式会社 印刷機器の購入 36

4 富永物産株式会社 冷却水循環装置の購入 32

3 67.9%

6 株式会社タチバナ

5 株式会社山村 集塵装置の購入 31

塗装ブース整備等 24

2 95.9%

3 87.9%

4 91.9%

7 日本欄罫工業株式会社 印刷機器の購入 23

8 株式会社光文堂 印刷機器の購入 20

4 97.5%

9 ＪＵＫＩ販売株式会社 洋裁機器の購入 19 3 90.9%

10 日系マシナリー株式会社 印刷機器の購入 19

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.1

被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.1

2 個人Ｂ - -

入札者数 落札率

1 個人Ａ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.2 - -

支　出　先

3 個人Ｃ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.1 - -

被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.2

4 個人Ｄ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.1

5 個人Ｅ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.1

- -

- -

- -

7 個人Ｇ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.1 - -

6 個人Ｆ

8 個人Ｈ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.1

9 個人 Ｉ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.1

- -

- -

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 個人Ｊ

1 個人Ａ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.3

- -

2 個人Ｂ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.2

- -

- -

- -

3 個人Ｃ

4 個人Ｄ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.1

刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.1

5 個人Ｅ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.1

- -

6 個人Ｆ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.1

- -

- -

- -

7 個人Ｇ

8 個人Ｈ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.1

刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.1

9 個人 Ｉ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.1

入札者数 落札率

10 個人Ｊ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.1

- -

- -

随意契約 -

支　出　先

1
財団法人日本科学技術
振興財団

全国矯正展開催に係る会場借料 7

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2
熊本産業文化振興株式
会社

矯正展（地方）開催に係る会場借料 1

随意契約 -

3 株式会社幕張メッセ 矯正展（地方）開催に係る会場借料 1

随意契約 -

随意契約 -

随意契約 -

4
株式会社ジェイアール東
日本企画

5
財団法人川口総合文化
センター

矯正展（地方）開催に係る会場借料 0.1

矯正展（地方）開催に係る会場借料 0.5

6 - - -

- -

7 - - -

- -

- -

- -

8 -

9 - - -

- -

10 - - - - -
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Ｆ．

Ｇ．

刑務作業に従事した受刑者に支給 2

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2 86.5%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4 87.7%

1
全国酪農業共同組合連
合会

2 株式会社ササキ種苗 肥料等の購入 5

飼料等の購入 6

3 オホーツク農業協同組合 飼料等の購入 5

随意契約 -

4 有限会社旭川農園 肥料等の購入 2

随意契約 -

3 91.3%

随意契約 -

5 あいら農業協同組合

6 志まや商事有限会社 肥料等の購入 1

肥料等の購入 2

7
帯広市川西農業協同組
合

肥料等の購入 1

随意契約 -

8 MPアグロ株式会社 肥料等の購入 0.9

随意契約 -

随意契約 -

随意契約 -

9 サツラク農業共同組合

10 雪印種苗株式会社 肥料等の購入 0.7

肥料等の購入 0.8

- -

2 個人Ｂ 刑務作業に従事した受刑者に支給 2 - -

1 個人Ａ

3 個人Ｃ 刑務作業に従事した受刑者に支給 1

- -

4 個人Ｄ 刑務作業に従事した受刑者に支給 1

- -

- -

- -

5 個人Ｅ

6 個人Ｆ 刑務作業に従事した受刑者に支給 1

刑務作業に従事した受刑者に支給 1

7 個人Ｇ 刑務作業に従事した受刑者に支給 1

- -

8 個人Ｈ 刑務作業に従事した受刑者に支給 1

- -

- -

- -

9 個人 Ｉ

10 個人Ｊ 刑務作業に従事した受刑者に支給 1

刑務作業に従事した受刑者に支給 1
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計 5,804 5,246

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

その他 5,804 5,246 償還見込人員に基づく減

―

５２施設 ５２施設 （５２施設） （５２施設）

５２施設 ５２施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　１，５５６（円／人日） 算出根拠 　償還人員１人１日当たりの実費弁償額

　刑事施設に収容されるべき被疑・被告人が，
各都道府県の警察官署に勾留され，収容に必
要な経費を警察官署で支出した場合に実費を国
が償還している

活動実績

（当初見込
み）

施設
５２施設

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（　　年度）

　警察官署の留置施設に勾留され償還人員の
対象となる被疑・被告人は検挙の動向や捜査上
の必要性など他動的要因に左右されるものであ
り，定量的な成果を示すことはできない。

成果実績 - - - - -

％ - -達成度

94.8%

20年度 21年度成果指標 単位

執行額 6,119 6,292 5,829

執行率（％） 93.9% 100.0%

5,246

0 0 -

-

6,292 6,150

5,246

補正予算 △ 279

0

計 6,518

6,150 5,804

5,804

24年度要求22年度 23年度

予
算
の
状
況

当初予算 6,797 5,895

繰越し等 0 397

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

警察署内ノ留置場ニ拘禁又ハ留置セラルル者
ノ費用ニ関スル法律（明治35年法律第11号）

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　拘置所等の刑事施設に収容されるべき被疑者・被告人が，各都道府県の警察官署に設置されている留置施設に勾留された場
合に，その者の収容に必要な食糧の確保や消耗品等の諸費用など，警察官署で支出した経費の実費を国が償還することを目的
としている。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　被疑者・被告人等は，本来，国の行政機関である拘置所等の刑事施設に勾留させるものであるが，都道府県の警察署の留置施
設に勾留された場合には，「警察署内ノ留置場ニ拘禁又ハ留置セラルル者ノ費用ニ関スル法律」（明治３５年２月２７日　法律第１１
号）に基づき，食糧費，生活必需品等の消耗品費，留置施設の維持管理経費などの勾留によって発生する経費を都道府県に償
還することとされている。

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　■その他

総務課長　富山　聡

会計区分 一般会計 施策名 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施

事業開始・
終了(予定）年度 － 担当課室 総務課

事業番号 0040
                       平成２３年行政事業レビューシート              (法務省)

作成責任者事業名 留置施設の維持管理に係る実費償還 担当部局庁 法務省矯正局
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上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

－

　所見のとおり，今後も関係省庁等と調整の上，適正な執行に努める。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
ど
お
り

　実費償還費用の縮減は困難であると思われるが，関係省庁又は都道府県と調整しながら，今後も費用の適正な執行に努めるこ
と。

- 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

- 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　各都道府県警察本部が所轄の留置施設に収容された刑事被告人等の勾留人員を毎月集計して，各都道府県に所在する刑務所又は拘置
所に所要額を請求し，各刑事施設において支出しているものであり，拘置所等の刑事施設に収容することに代えて，警察官署の留置施設に
勾留された者の収容業務に係る実費を償還するものであり，勾留者１人当たりの単価については毎年関係機関と協議するとともに，留置施
設の勾留者の刑事施設への移送は執行指揮に基づき適時適切に受け入れている。
　なお，平成２２年度は，償還人員が予算人員を下回ったため，３２１，２９０千円の不用が生じた。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

- 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

- 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

- 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

- 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

- 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項
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※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

法務省（矯正局）

5,829百万円

「警察署内ノ留置場ニ拘禁又は留置
セラルル物ノ費用ニ関スル法律」に
基づき，都道府県警察に対して実費
弁償するための予算を地方に配分

Ａ．矯正施設（52庁）

5,829百万円

刑事施設に収容することに代えて，
留置施設に留置された者の食糧等に
要する経費の償還

Ｂ．東京都ほか

5,829百万円

刑事施設に収容することに代えて，
留置施設に留置された者の食糧等に
要する経費の償還

法務省（矯正局）

5,829百万円

「警察署内ノ留置場ニ拘禁又は留置
セラルル物ノ費用ニ関スル法律」に
基づき，都道府県警察に対して実費
弁償するための予算を地方に配分

法務省（矯正局）

5,829百万円

「警察署内ノ留置場ニ拘禁又は留置
セラルル物ノ費用ニ関スル法律」に
基づき，都道府県警察に対して実費
弁償するための予算を地方に配分

Ａ．矯正施設（52庁）

5,829百万円

刑事施設に収容することに代えて，
留置施設に留置された者の食糧等に
要する経費の償還

Ａ．矯正施設（52庁）

5,829百万円

刑事施設に収容することに代えて，
留置施設に留置された者の食糧等に
要する経費の償還

Ｂ．東京都ほか

5,829百万円

刑事施設に収容することに代えて，
留置施設に留置された者の食糧等に
要する経費の償還

Ｂ．東京都ほか

5,829百万円

刑事施設に収容することに代えて，
留置施設に留置された者の食糧等に
要する経費の償還
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計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 771 計 0

使　途
金　額

(百万円）

その他 償還人員に基づく実費弁償金 771

5,829 計

B.東京都 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

0計

使　途
金　額

(百万円）

- 各会計機関への予算配布 5,829

金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
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支出先上位１０者リスト
Ｂ．

- -

- -

10 茨城県

9 静岡県 留置施設に留置された者の食糧費等に要する経費の償還 189

留置施設に留置された者の食糧費等に要する経費の償還 136

8 兵庫県 留置施設に留置された者の食糧費等に要する経費の償還 229

- -

7 福岡県 留置施設に留置された者の食糧費等に要する経費の償還 254

- -

- -

- -

6 千葉県

5 愛知県 留置施設に留置された者の食糧費等に要する経費の償還 315

留置施設に留置された者の食糧費等に要する経費の償還 299

4 埼玉県 留置施設に留置された者の食糧費等に要する経費の償還 370

- -

3 神奈川県 留置施設に留置された者の食糧費等に要する経費の償還 380

- -

- -

- -

2 大阪府

1 東京都 留置施設に留置された者の食糧費等に要する経費の償還 771

留置施設に留置された者の食糧費等に要する経費の償還 494

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率
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計 4,444 4,286

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

外部委託 4,444 4,286 執行実績に基づく見直しによる減

―

７２施設 ７２施設 （７２施設） （７２施設）

７２施設 ７２施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
　職員負担率の軽減には，被収容者の収容動向等他の要因も含まれ
ることから，本事業に係る経費のみでコスト分析をすることはできない

　刑務官等の過重な業務負担を軽減等するた
め，刑事施設の非権力的業務の民間委託に加
え，公サ法を活用して権力的業務の民間委託を
試行的に実施している

活動実績

（当初見込
み）

施設
７２施設

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値
（-年度）

　刑事施設において高率収容が継続し，多くの
処遇困難者を抱える中，民間委託を適正に活用
し，刑務官等の過重な業務負担の軽減（職員負
担率）を図っている
　なお，職員負担率の軽減には，被収容者の収
容動向，処遇困難者の増加等他の要因も含ま
れることから，定量的な目標値を設定することは
妥当でない

成果実績 人 4.2 4.0 3.7 -

％ - -達成度

96.9%

20年度 21年度成果指標 単位

執行額 3,949 3,949 3,906

執行率（％） 98.0% 98.4%

4,286

△ 115 △ 160 -

-

4,013 4,033

4,286

補正予算 △ 257

0

計 4,029

4,193 4,444

4,444

24年度要求22年度 23年度

予
算
の
状
況

当初予算 4,286 4,128

繰越し等 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

簡素で効率的な政府を実現するための行政改
革の推進に関する法律第４８条第１項

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　過剰収容又は高率収容が継続し，薬物性精神疾患者などの処遇に特別の配慮と注意を必要とする被収容者の増加等に伴い，
刑事施設に勤務する刑務官の過重な業務負担を軽減するため，公権力の行使を伴わない業務の民間委託に加え，公共サービス
改革法を活用して公権力に関わる業務の民間委託を目的としている。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　刑事施設においては，平成１２年ころから治安の悪化等により受刑者が急増し，過剰収容に伴う業務量の増加に職員の増員が
追いつかない状況となり，さらに，暴力団関係被収容者，薬物性精神疾患者，高齢受刑者，外国人受刑者等の増加に伴い，刑事
施設に勤務する刑務官等に過重な業務負担を強いる状況になり，刑務官の著しい負担を軽減するための増員が不可欠となったと
ころ，国家公務員の採用抑制に係る総人件費改革などの政府の方針もあって，必要な刑務官の増員が得られないことから，刑事
施設の非権力的業務を民間委託するとともに，平成２２年度からは，ＰＦＩ事業における規制の特例措置に対して全国展開が相当
と評価されたことを受け，公権力に関わる業務についても公共サービス改革法を活用して刑事施設３庁において試行的に民間委
託し，刑務官の負担を少しでも軽減を図っている。

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

総務課長　富山　聡

会計区分 一般会計 施策名 矯正施設の適正な運営に必要な民間開放の推進

事業開始・
終了(予定）年度 － 担当課室 総務課

事業番号 0041
                       平成２３年行政事業レビューシート              (法務省)

作成責任者事業名 刑事施設の民間委託運営 担当部局庁 法務省矯正局
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上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

　所見のとおり，民間に委託する業務内容を精査・分析して見直しを行い，経費を削減した。
　（▲158百万円）

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

　民間に委託する業務の内容について，精査・分析して見直しを行い，経費の削減を図るべきである。

- 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　公共サービス改革法を活用した事業については，公共サービスの質の維持向上及び経費の削減に関して一定の効果が認められ，おおむ
ね良好に運営が行われている。また，民間委託の実施よって職員負担軽減などの効果も認められている。
　なお，今後は，「平成２２年度以降の定員管理について」（平成２１年７月１日閣議決定）の趣旨を踏まえ，施策の拡大等については，事業
の実施状況を検証して，シェアード・サービスによる効率的な委託を可能とするためのＢＰＲについても検討し，併せて発注方法等の改善な
ど更なる効果が得られるよう引き続き検討を行うこととしている。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

- 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

-
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項
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※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

法務省

3,906百万円

刑事施設の業務効率化，質的向上を
図るため，総務系業務等の民間委託
を実施するために必要な予算の地方
配分

Ａ．矯正施設（69庁）

3,591百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設の業務効率化，質的向上を
図るための総務系業務等の民間委託
契約

Ｂ．株式会社アール・エス・シーほか

3,591百万円

【一般競争入札・随意契約】

刑事施設の業務効率化，質的向上を
図るための総務系業務等の民間委託
契約

Ｂ．株式会社アール・エス・シーほか

315百万円

【維持管理運営費】

「公共サービス改革法」を活用した
矯正業務の民間委託

法務省

3,906百万円

刑事施設の業務効率化，質的向上を
図るため，総務系業務等の民間委託
を実施するために必要な予算の地方
配分

法務省

3,906百万円

刑事施設の業務効率化，質的向上を
図るため，総務系業務等の民間委託
を実施するために必要な予算の地方
配分

Ａ．矯正施設（69庁）

3,591百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設の業務効率化，質的向上を
図るための総務系業務等の民間委託
契約

Ｂ．株式会社アール・エス・シーほか

3,591百万円

【一般競争入札・随意契約】

刑事施設の業務効率化，質的向上を
図るための総務系業務等の民間委託
契約

Ｂ．株式会社アール・エス・シーほか

315百万円

【維持管理運営費】

「公共サービス改革法」を活用した
矯正業務の民間委託

Ａ．矯正施設（69庁）

3,591百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設の業務効率化，質的向上を
図るための総務系業務等の民間委託
契約

Ａ．矯正施設（69庁）

3,591百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設の業務効率化，質的向上を
図るための総務系業務等の民間委託
契約

Ｂ．株式会社アール・エス・シーほか

3,591百万円

【一般競争入札・随意契約】

刑事施設の業務効率化，質的向上を
図るための総務系業務等の民間委託
契約

Ｂ．株式会社アール・エス・シーほか

3,591百万円

【一般競争入札・随意契約】

刑事施設の業務効率化，質的向上を
図るための総務系業務等の民間委託
契約

Ｂ．株式会社アール・エス・シーほか

315百万円

【維持管理運営費】

「公共サービス改革法」を活用した
矯正業務の民間委託
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計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 342 計 0

外部委託 総務系業務等の外部委託 342

C.株式会社アール・エス・シー G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 160 計 0

使　途
金　額

(百万円）

外部委託
公サ法を活用した矯正業務の民間委
託

160

3,590 計

B.株式会社アール・エス・シー F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

0計

使　途
金　額

(百万円）

- 各会計機関への予算配布 3,590

金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
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支出先上位１０者リスト
Ｂ．

Ｃ．

5 91.9%10
イヨテツケーターサービス
株式会社

刑事施設の総務系業務等の民間委託 68

3 77.1%

8 株式会社フジスタッフ

9 株式会社セノン 刑事施設の総務系業務等の民間委託 89

刑事施設の総務系業務等の民間委託 94

1 77.4%

3 84.7%

7 76.8%

7 大新東株式会社 刑事施設の総務系業務等の民間委託 103

6
日本総合サービス株式会
社

刑事施設の総務系業務等の民間委託 116

4 90.6%

4
キョウワプロテック株式会
社

5 株式会社グロップ 刑事施設の総務系業務等の民間委託 117

刑事施設の総務系業務等の民間委託 125

2 84.3%

9 70.9%

4 95.3%

3
株式会社毎日キャリアバ
ンク

刑事施設の総務系業務等の民間委託 168

2
マンパワー・ジャパン株式
会社

刑事施設の総務系業務等の民間委託 223

入札者数 落札率

1
株式会社アール・エス・
シー

刑事施設の総務系業務等の民間委託 342 2 98.0%

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

9 - - - - -

10 -

8 - - -

- -

7 - - -

- -

- -

- -

6 -

5 - - -

- -

4 - - -

2 100.0%

3 - - -

- -

- -

1 99.8%

2 三井物産株式会社

1
株式会社アール・エス・
シー

公サ法を活用した矯正業務の民間委託 160

公サ法を活用した矯正業務の民間委託 155

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率
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計 10,912 11,419

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

外部委託 10,912 11,419 業務拡大に伴う見直しによる増

―

４施設 ４施設 （４施設） （４施設）

４施設 ４施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
　事業期間１５年から２０年の長期継続事業であり，民間のノウハウを
活用した改善指導，矯正教育，職業訓練等を実施しているものである
ことから，個別の業務についてコスト分析することは困難である

　ＰＦＩ手法を活用した官民協働による刑事施設
の運営を図っている

活動実績

（当初見込
み）

施設
４施設

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（　　年度）

　民間のノウハウを活用し，受刑者が社会復帰
後の就労に役立つ知識・技能を習得するための
職業訓練を実施するとともに，資格取得を実現
させる（資格取得試験受験者数）
　民間の企画立案に基づき実施しているもので
あり，定量的な成果目標を示すことはできない

成果実績 人 480 1,295 1,536 -

％ - -達成度

100.0%

20年度 21年度成果指標 単位

執行額 8,504 10,474 10,474

執行率（％） 100.0% 100.0%

11,419

0 0 -

-

10,474 10,474

11,419

補正予算 0

0

計 8,504

10,474 10,912

10,912

24年度要求22年度 23年度

予
算
の
状
況

当初予算 8,504 10,474

繰越し等 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

民間資金等の活用による公共施設等の整備等
の促進に関する法律
簡素で効率的な政府を実現するための行政改
革の推進に関する法律第４８条第１項

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　刑事施設の過剰収容と職員の過重負担の緩和を目指し，新たな刑事施設の整備をする必要が生じたため，行政コスト削減や国
民に開かれた刑事施設の運営を目指し，ＰＦＩ手法を活用した官民協働による刑事施設の運営を行うことを目的としている。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　施設の設計・建設・維持管理及び被収容者の処遇に係る事業について，ＰＦＩ手法を活用し，美祢社会復帰促進センター（平成19
年4月運営開始，事業期間２０年），島根あさひ社会復帰促進センター（平成20年10月運営開始，事業期間２０年）を整備した。
　また，国費をもって刑事施設の設計・建設を行った上，建設後の施設の維持管理及び被収容者の処遇に係る事業について，ＰＦＩ
手法を活用し，喜連川社会復帰促進センター，播磨社会復帰促進センター（いずれも平成19年10月運営開始，事業期間１５年）の
運営を開始した。
なお，これらの契約は国庫債務負担行為で長期契約を実施している。

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

総務課長　富山　聡

会計区分 一般会計 施策名 矯正施設の適正な運営に必要な民間開放の推進

事業開始・
終了(予定）年度 － 担当課室 総務課

事業番号 0042
                       平成２３年行政事業レビューシート              (法務省)

作成責任者事業名 ＰＦＩ刑務所の運営 担当部局庁 法務省矯正局
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上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

　平成２１年度決算検査報告において，意見を表示し又は処置を要求した事項として，「食材費については予定収容人員に基づく額を事業費に含め
て支払うのではなく、実際の収容人員に応じた支払にすべきである」との是正措置要求を受けたことを踏まえ，ＰＦＩ刑務所への受刑者の移送を促進
すべく，計画的にその移送を実施しているほか，収容人員の実績に見合った食材費の支払方法に契約を変更すべく，民間事業者側と協議している
ところである。

－

　国庫債務負担行為による長期継続事業であるところ，所見のとおり，今後も適正な執行に努める。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
ど
お
り

　国庫債務負担行為による長期契約のため縮減は困難であると思われるが，適正な執行に努めること。

- 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　民間の資金・ノウハウ等を活用したいわゆるＰＦＩ手法により刑事施設の維持管理・運営事業を実施しているＰＦＩ施設については，それぞれ
運営開始から３年ないしは４年経過したところであるが，おおむね円滑に運営されている。
　これらのＰＦＩ手法を活用した刑事施設においては，教育プログラムでは，反犯罪性思考プログラムなどの心理療法を採り入れた教育を実
施しているほか，職業訓練においては，各種技術・資格の取得等を実施しているなど，民間のノウハウを活用することによって国費の節減だ
けでなく多様な矯正処遇を実施することが可能となっている。
　なお，このようなＰＦＩ手法を活用した刑事施設の運営については，構造改革特別区域法により地域が限定されていたところ，委託業務がお
おむね適切に実施されていることなどから，平成２１年５月，全国の刑事施設においても運営業務の幅広い民間委託を可能とする「構造改革
特別区域法及び競争の導入による公共サービスの改革に関する法律の一部を改正する法律」が施行され，平成２２年度からは黒羽刑務
所，静岡刑務所及び笠松刑務所において，それぞれ「刑事施設の民間委託運営」事業として民間委託が実施されている。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

- 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項
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※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

法務省

10,474百万円

ＰＦＩ制度，公共サービス改革法に
よる官民連携手法を用いた民間業務
委託等

Ｂ．島根あさひソーシャル

サポート株式会社ほか

10,474百万円

「構造改革特別区域法」を
活用したＰＦＩ手法に基づ
く刑務所の運営等

Ａ．職員

0百万円

ＰＦＩ手法，公共サービス
改革法を用いた事業継続に
係る運営協議会

【旅費の支給】 【維持管理運営費】

法務省

10,474百万円

ＰＦＩ制度，公共サービス改革法に
よる官民連携手法を用いた民間業務
委託等

法務省

10,474百万円

ＰＦＩ制度，公共サービス改革法に
よる官民連携手法を用いた民間業務
委託等

Ｂ．島根あさひソーシャル

サポート株式会社ほか

10,474百万円

「構造改革特別区域法」を
活用したＰＦＩ手法に基づ
く刑務所の運営等

Ｂ．島根あさひソーシャル

サポート株式会社ほか

10,474百万円

「構造改革特別区域法」を
活用したＰＦＩ手法に基づ
く刑務所の運営等

Ａ．職員

0百万円

ＰＦＩ手法，公共サービス
改革法を用いた事業継続に
係る運営協議会

Ａ．職員

0百万円

ＰＦＩ手法，公共サービス
改革法を用いた事業継続に
係る運営協議会

【旅費の支給】 【維持管理運営費】
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計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3,940 計 0

使　途
金　額

(百万円）

その他 ＰＦＩ手法に基づく刑務所の運営等 3,940

0 計

B.島根あさひソーシャルサポート株式会社 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

0計

使　途
金　額

(百万円）
金　額

(百万円）
費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.個人 E.

費　目 使　途
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支出先上位１０者リスト
Ａ．

Ｂ．

- -

- -

10 -

9 - - -

- -

8 - - -

- -

7 - - -

- -

- -

- -

6 -

5 - - -

- -

4
播磨ソーシャルサポート
株式会社

｢構造改革特別区域法」を活用したＰＦＩ手法に基づく刑務所の運営 1,702

- -

3
社会復帰サポート美祢株
式会社

｢構造改革特別区域法」を活用したＰＦＩ手法に基づく刑務所の運営 2,164

- -

- -

- -

2
社会復帰サポート喜連川
株式会社

1
島根あさひソーシャルサ
ポート株式会社

｢構造改革特別区域法」を活用したＰＦＩ手法に基づく刑務所の運営 3,940

｢構造改革特別区域法」を活用したＰＦＩ手法に基づく刑務所の運営 2,668

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　額
（百万円）

入札者数

事業継続に係る運営協議会の開催

落札率

1 個人Ａ 事業継続に係る運営協議会の開催 0.1 - -

支　出　先 業　務　概　要

2 個人Ｂ 事業継続に係る運営協議会の開催 0.0

-

3 個人Ｃ 事業継続に係る運営協議会の開催 0.0

- -

- -

- -

4 個人Ｄ

5 個人Ｅ 事業継続に係る運営協議会の開催 0.0

0.0 -

6 個人Ｆ 事業継続に係る運営協議会の開催 0.0

- -

7 個人Ｇ 事業継続に係る運営協議会の開催 0.0

- -

- -

- -

8 個人Ｈ

9 個人 Ｉ 事業継続に係る運営協議会の開催 0.0

事業継続に係る運営協議会の開催 0.0

- -10 - - -
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作成責任者事業名 矯正の企画調整の実施 担当部局庁 法務省矯正局

事業番号 0043
                       平成２３年行政事業レビューシート              (法務省)

総務課長　富山　聡

会計区分 一般会計 施策名 矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備

事業開始・
終了(予定）年度 － 担当課室 総務課

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　矯正施設に対する本省の企画調整機能として，①各刑事施設の視察委員会の円滑な運営を図る，②矯正施設の医師を目指す
医学生に対する支援を行う，③ＰＦＩ事業の安定的な運用を図ることを目的としている。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①刑務所，少年刑務所，拘置所の各刑事施設には，刑事施設の運営の透明性を確保し，国民に理解され，支えられる刑事施設を
維持することを目的として，地域住民や外部有識者等を構成員とする，刑事施設視察委員会が設置されている。
②矯正施設の医師を確保することを目的として，「矯正医官修学資金貸与法」に基づき，大学卒業後に矯正施設の医療に従事す
る意思のある医学生に対する学費の補助を行っている。
③刑事施設で実施しているＰＦI事業について，事業運営を行うことによって生じる事業者とのリスク分担などに関する諸問題を解
決し，運営の適正化を図っている。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する
法律等

関係する計画、
通知等

24年度要求22年度 23年度

予
算
の
状
況

当初予算 69 59

繰越し等 0 0

計 64

91 128

128

152

補正予算 △ 5

0

152

△ 3 0 -

-

56 91

執行額 54 45 73

執行率（％） 84.4% 80.4% 80.2%

20年度 21年度成果指標 単位

％ 86.7% 96.7%達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（22年度）

　刑事施設の運営の透明性を確保し，国民に理
解され，支えられる刑事施設を維持するために
刑事施設視察委員会を適正に開催する

成果実績 回 5.2 5.8 6.0 6.0

100.0%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

　矯正の企画調整機能として，刑事施設の視察
委員会の実施，医師確保対策としの医学生への
支援，ＰＦＩ事業の安定的運営対策を実施してい
る

活動実績

（当初見込
み）

施設
７６施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　６８，７４２（円／回） 算出根拠
平成２２年度実績額３１，７５９千円／平成２２年度刑事施設視察委員
会開催回数４６２回（委員は４名ないし１０名で構成）

―

７６施設 ７７施設 （７７施設） （７７施設）

７７施設 ７７施設

23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

人件費 34 34

民間資金等を活用した新規事業実施のための運営調査費の増

物品購入費 1 0 国際会議終了に伴う減

外部委託

国際会議終了に伴う減

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

その他 70 17

23 101

費　目

計 128 152
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事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

点
検
結
果

　刑事施設視察委員会は，各刑事施設の収容規模等によって１０名以内の委員で構成され，刑事施設の運営の透明性を確保等するため，
刑事施設の視察，委員会の開催，被収容者との面接等がなされており，委員会からの意見を受け，改善が必要な場合は各刑事施設の長が
適切な措置を講じており，平成２２年度は，６４５件の意見に基づき，４１４件の改善措置を講じるとともに，その他の意見についても対応を検
討している。
　矯正施設の医師不足は深刻である中，平成２２年度の新たに修学生となった者が１名であったことから，引き続き，矯正医官の確保に向け
て検討する余地がある。
　ＰＦＩ事業は，今後も安定した事業運営をする必要があることから，高度で専門的な知識を有する企業等から金融・企業経営等の専門的知
識の支援を受けているものである。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

- 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一
部
改
善

　謝金及び旅費について，マニュアルに基づき適正な運用を図り，予算に反映すべきである。

予算監視・効率化チームの所見

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

　所見のとおり，公サ法民間開放検討委員会の謝金及び旅費の見直しを行い，経費を削減した。
　（▲1百万円）
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※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

Ｉ．個人

1百万円

【旅費の支給】

刑事施設視察委員会
の委員に対して支所
を施設視察するため
の旅費

法務省（矯正局）

73百万円

刑事視察委員会の運営，矯正施設に
おける医師の確保，ＰＦＩ事業推進
のための各種調査の実施

Ａ．矯正施設（77庁）

33百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設視察委員会の運営

Ｈ．個人

32百万円

【委員手当の支給】

刑事施設視察委員会
の委員への手当

Ｂ．個人

3百万円

【修学医官貸与金】

矯正施設の医師を確
保するための「矯正
医官修学資金貸与
法」に基づく，医科
大学生への学費の貸
与

Ｇ．プライスウォーター
ハウスクーパス株式会社

30百万円

【一般競争入札】

ＰＦＩ事業推進のための
各種調査費

Ｄ．個人

2百万円

【旅費の支給】

アジア太平洋矯正局
長等会議の事前打合
せ及び少年矯正行政
の適正化・充実強化
を図るための有識者
会議の開催

Ｅ．個人

0百万円

【外国人滞在費】

Ｆ．株式会社会議録
研究所
1百万円

【随意契約】

少年矯正行政の適正
化・充実強化を図るた
めの有識者会議の開催
等経費

アジア太平洋矯正局
長等会議の事前打合
せ

Ｃ．個人

4百万円

【謝金の支給】

少年矯正行政の適正
化・充実強化を図る
ための有識者会議の
開催

Ｉ．個人

1百万円

【旅費の支給】

刑事施設視察委員会
の委員に対して支所
を施設視察するため
の旅費

Ｉ．個人

1百万円

【旅費の支給】

刑事施設視察委員会
の委員に対して支所
を施設視察するため
の旅費

刑事施設視察委員会
の委員に対して支所
を施設視察するため
の旅費

法務省（矯正局）

73百万円

刑事視察委員会の運営，矯正施設に
おける医師の確保，ＰＦＩ事業推進
のための各種調査の実施

Ａ．矯正施設（77庁）

33百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設視察委員会の運営

Ｈ．個人

32百万円

【委員手当の支給】

刑事施設視察委員会
の委員への手当

Ｂ．個人

3百万円

【修学医官貸与金】

矯正施設の医師を確
保するための「矯正
医官修学資金貸与
法」に基づく，医科
大学生への学費の貸
与

Ｇ．プライスウォーター
ハウスクーパス株式会社

30百万円

【一般競争入札】

ＰＦＩ事業推進のための
各種調査費

Ｄ．個人

2百万円

【旅費の支給】

アジア太平洋矯正局
長等会議の事前打合
せ及び少年矯正行政
の適正化・充実強化
を図るための有識者
会議の開催

Ｅ．個人

0百万円

【外国人滞在費】

Ｆ．株式会社会議録
研究所
1百万円

【随意契約】

少年矯正行政の適正
化・充実強化を図るた
めの有識者会議の開催
等経費

アジア太平洋矯正局
長等会議の事前打合
せ

Ｃ．個人

4百万円

【謝金の支給】

少年矯正行政の適正
化・充実強化を図る
ための有識者会議の
開催

法務省（矯正局）

73百万円

刑事視察委員会の運営，矯正施設に
おける医師の確保，ＰＦＩ事業推進
のための各種調査の実施

法務省（矯正局）

73百万円

刑事視察委員会の運営，矯正施設に
おける医師の確保，ＰＦＩ事業推進
のための各種調査の実施

Ａ．矯正施設（77庁）

33百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設視察委員会の運営

Ｈ．個人

32百万円

【委員手当の支給】

刑事施設視察委員会
の委員への手当

Ｂ．個人

3百万円

【修学医官貸与金】

矯正施設の医師を確
保するための「矯正
医官修学資金貸与
法」に基づく，医科
大学生への学費の貸
与

Ｇ．プライスウォーター
ハウスクーパス株式会社

30百万円

【一般競争入札】

ＰＦＩ事業推進のための
各種調査費

Ｄ．個人

2百万円

【旅費の支給】

アジア太平洋矯正局
長等会議の事前打合
せ及び少年矯正行政
の適正化・充実強化
を図るための有識者
会議の開催

Ｅ．個人

0百万円

【外国人滞在費】

Ｆ．株式会社会議録
研究所
1百万円

【随意契約】

少年矯正行政の適正
化・充実強化を図るた
めの有識者会議の開催
等経費

アジア太平洋矯正局
長等会議の事前打合
せ

Ｃ．個人

4百万円

【謝金の支給】

少年矯正行政の適正
化・充実強化を図る
ための有識者会議の
開催

Ａ．矯正施設（77庁）

33百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設視察委員会の運営

Ａ．矯正施設（77庁）

33百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設視察委員会の運営

Ｈ．個人

32百万円

【委員手当の支給】

刑事施設視察委員会
の委員への手当

Ｈ．個人

32百万円

【委員手当の支給】

刑事施設視察委員会
の委員への手当

Ｂ．個人

3百万円

【修学医官貸与金】

矯正施設の医師を確
保するための「矯正
医官修学資金貸与
法」に基づく，医科
大学生への学費の貸
与

Ｂ．個人

3百万円

【修学医官貸与金】

矯正施設の医師を確
保するための「矯正
医官修学資金貸与
法」に基づく，医科
大学生への学費の貸
与

Ｇ．プライスウォーター
ハウスクーパス株式会社

30百万円

【一般競争入札】

ＰＦＩ事業推進のための
各種調査費

Ｄ．個人

2百万円

【旅費の支給】

アジア太平洋矯正局
長等会議の事前打合
せ及び少年矯正行政
の適正化・充実強化
を図るための有識者
会議の開催

Ｅ．個人

0百万円

【外国人滞在費】

Ｆ．株式会社会議録
研究所
1百万円

【随意契約】

少年矯正行政の適正
化・充実強化を図るた
めの有識者会議の開催
等経費

アジア太平洋矯正局
長等会議の事前打合
せ

アジア太平洋矯正局
長等会議の事前打合
せ

Ｃ．個人

4百万円

【謝金の支給】

少年矯正行政の適正
化・充実強化を図る
ための有識者会議の
開催
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金　額
(百万円）

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.個人

費　目 使　途

各会計機関への予算配布 33

使　途
金　額

(百万円）

0計 33 計

少年有識者会議速記録作成業務 0.6

B.個人 F.株式会社会議録研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

外部委託

1計 0 計

民間資金等活用事業運営（ＰＦＩ，公サ法）に関
する事業調査費

30

C.個人 G.プライスウォーターハウスクーパス株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

外部委託

30計 0 計

D.個人 H.個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0
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0計 0 計

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

0

Ｌ. Ｐ.

計 0 計

Ｋ. Ｏ.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 0 計

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

0

Ｊ. Ｎ.

計 0 計

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

Ｉ.個人 Ｍ.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）
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支出先上位１０者リスト
Ｂ.

Ｃ．

Ｄ．

Ｅ．

Ｆ．

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

2 -

1 個人 医科大生への学費の貸与 3

- -

- -

- -

- -

3 - - -

4 - - -

- -

6 -

5 - - -

- -

- -

- -

- -

7 - - -

8 - - -

- -

9 - - - - -

10 -

2 個人Ｂ

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.4 - -

- -

3 個人Ｃ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.4 - -

少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.4

4 個人Ｄ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.4

- -

5 個人Ｅ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.4

- -

- -

- -

6 個人Ｆ

7 個人Ｇ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.3

少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.3

8 個人Ｈ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.3

- -

9 個人 Ｉ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.3

- -

- -

入札者数 落札率

10 個人Ｊ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.2

1 個人Ａ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 1

- -

2 個人Ｂ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.3

- -

- -

- -

3 個人Ｃ

4 個人Ｄ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.1

少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.1

5 個人Ｅ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.1

- -

6 個人Ｆ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.1

- -

- -

- -

7 個人Ｇ

8 個人Ｈ 少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.1

少年矯正を考える有識者会議出席謝金 0.1

9 個人 Ｉ 公サ法民間開放検討委員会出席謝金 0.1

入札者数 落札率

10 個人Ｊ 公サ法民間開放検討委員会出席謝金 0.1

- -

- -

- -

支　出　先

1 個人 アジア太平洋矯正局長等会議コーディネーター滞在費 0.6

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2 - - -

- -

3 - - -

- -

- -

- -

4 -

5 - - -

- -

6 - - -

- -

7 - - -

- -

- -

- -

8 -

9 - - -

- -

10 - - -

随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

入札者数 落札率

随意契約 -

1 株式会社会議録研究所

2 株式会社平河工業社 少年有識者会議提言印刷 0.4

少年有識者会議速記録作成業務 0.6

3 株式会社グローヴァ 少年有識者会議関係文書の翻訳 0.3

随意契約 -

4
株式会社ピーアンド
ディーヒロサワ

少年有識者会議提言発送 0.1

随意契約 -

3 83.5%

- -

5 株式会社アライ印刷

6 - - -

少年有識者会議関係文書の印刷 0.1

7 - - -

- -

8 - - -

- -

- -

- -

9 -

10 - - -

- -
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Ｇ．

Ｈ．

Ｉ．

-

-0.1

-0.1

-0.1

-10 個人Ｊ 刑事施設視察委員への旅費の支給 0.1

-0.1 -

9 個人 Ｉ 刑事施設視察委員への旅費の支給 0.1 - -

8 個人Ｈ 刑事施設視察委員への旅費の支給

-

7 個人Ｇ 刑事施設視察委員への旅費の支給 0.1 - -

6 個人Ｆ 刑事施設視察委員への旅費の支給

-

5 個人Ｅ 刑事施設視察委員への旅費の支給 0.1 - -

4 個人Ｄ 刑事施設視察委員への旅費の支給

-

3 個人Ｃ 刑事施設視察委員への旅費の支給 0.1 - -

2 個人Ｂ 刑事施設視察委員への旅費の支給

- -

支　出　先

1 個人Ａ 刑事施設視察委員への旅費の支給 0.1

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

- -

入札者数 落札率

10 個人Ｊ 刑事施設視察委員への手当の支給 0.1

9 個人 Ｉ 刑事施設視察委員への手当の支給 0.1

- -

7 個人Ｇ

8 個人Ｈ 刑事施設視察委員への手当の支給 0.1

刑事施設視察委員への手当の支給 0.1

- -

- -

- -

6 個人Ｆ 刑事施設視察委員への手当の支給 0.1

5 個人Ｅ 刑事施設視察委員への手当の支給 0.1

- -

3 個人Ｃ

4 個人Ｄ 刑事施設視察委員への手当の支給 0.1

刑事施設視察委員への手当の支給 0.1

- -

- -

- -

2 個人Ｂ 刑事施設視察委員への手当の支給 0.1

1 個人Ａ 刑事施設視察委員への手当の支給 0.1

入札者数 落札率

10 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

- -

- -

- -

9 - - -

8 - - -

- -

6 -

7 - - -

- -

- -

- -

- -

5 - - -

4 - - -

- -

2 -

3 - - -

- -

入札者数 落札率

1 76.8%

- -

1
プライスウォーターハウス
クーパス株式会社

民間資金等活用事業運営（ＰＦＩ，公サ法）に関する事業調査費 30

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）
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